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大規模商業施設併設型収穫体験農園の
利用実態と方向性
─ららぽーと富士見収穫体験農園のアンケート調査より─
加茂　了*・山田崇裕** †
（平成 29 年 11 月 6 日受付/平成 30 年 1 月 26 日受理）
要約：埼玉県富士見市にオープンした大型複合商業施設「ららぽーと富士見」では，JAいるま野が運営主
体となり，三井グループ・富士見市役所が参画する形で「ららぽーと富士見収穫体験農園（以下ららぽーと
農園と略記）」が事業化された。当事業は JA・企業・行政が連携した新しい形態の農園事業として，今まで
農業に関わることがほとんどなかった地域住民やららぽーと富士見を利用する人々に手軽に収穫体験をして
もらうことで，都市住民の農業への理解醸成を図るとともに，遊休農地を活用することで富士見市の農業振
興の一翼を担うことが期待されている。このような背景から今後，当事業を契機として，JA・企業・行政等，
多様な組織の協動による収穫体験事業が各地で展開されることが想定される。
　しかし，組織間の連携方法，利用料金設定など運営側の問題が顕在化しつつあり，利用者側からも農園の
運営やサービスに関する要望が出てきている。そこで，当事業の現状を把握することを目的とし，ららぽー
と農園利用者の特性や事業に対する満足度に関するアンケート調査を実施した。結果，利用者世帯は多くが
近隣住民，30～40 代の比較的若年層の親子が食農教育目的で利用していた。また，事業に対する評価は総
じて高評価であり，次年度の利用意向も高水準であった一方で，道具や水道設備の不十分さなどが改善点と
して挙げられた。設備・道具の不十分さに対する評価は次年度の利用意向にも影響しており，近年，類似事
業で常設化されつつある収穫道具の貸出サービスと併せて設備改善を行う必要があると推察する。また，事
業継続のため必要となる利用料金の値上げに関しては厳しい評価となっており，イベントの充実やららぽー
と内の店舗と協力し宣伝を行うなど，リピーターおよび新規利用者の獲得を図りつつ，農業体験や収穫作物
の活用サービスなどの収穫体験に付与する形での売上げ確保が今後必要となってくるであろう。
キーワード：都市農業，収穫体験，ららぽーと富士見収穫体験農園
1．　は じ め に
　近年，体験型農園を利用する都市住民が増加している。
2016 年度のレジャー白書1） によると，2008 年時には貸し
農園（市民農園等）参加者は約 200 万人であったが，2016
年には約 400 万人と倍増している。このニーズに合わせる
ような形で，従来のような JAや行政が運営する市民農園
のみならず，農家や企業が様々な形態の市民農園や農業体
験農園などの体験型農園事業を展開している2）。
　こうした中，本研究で取り上げる「ららぽーと富士見収
穫体験農園（以下ららぽーと農園と略記）」は，地域住民
やららぽーと富士見を利用する都市住民を対象に，収穫体
験を通じた新鮮な地場産野菜と農的空間の供給，富士見市
の地域農業に対する理解の醸成を促進することによって富
士見市の農業振興を図ることを目的として，2015 年 4 月に
大型複合商業施設ららぽーと富士見のオープンにあわせて
開設された。また，この収穫体験農園は三井不動産株式会
社，三井不動産商業マネジメント株式会社（ららぽーと富
士見），JAいるま野，富士見市役所，農園所有者（生産者），
東京農業大学の 6者合同によるプロジェクトであり，これ
ほど多様な組織が連携して行う農園事業は過去に例がな
い。一方でららぽーと農園は，遊休農地を活用し，都市農
地が有する多面的機能の発揮を促す試みであることから，
当事業の成功は富士見市の農業振興につながるだけでな
く，都市農業振興の 1つの方策として各地に広がる可能性
を有している。一方で，食農教育や地域振興といった社会
性を備えた事業として大きく期待されている反面，組織間
の連携・運営方法に関する課題がある。
　次に，表 1に体験型農園の開設形態別の概要を示した。
体験型農園は，「収穫体験農園」，「市民農園」，「農業体験
農園」に大別される。その中で「収穫体験農園」は生産者
によって栽培された作物を利用者が収穫する体験型農園で
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あり，利用者は運営者が指定する一定基準（収穫量や面積）
に基づき，利用料金を支払う。この収穫体験農園は，更に，
農地の区画割りの有無によって「収穫農園」，「観光農園」
に区分される3）。ららぽーと農園は体験プログラムが収穫
作業のみである点や，区画割りがある点から収穫農園タイ
プに位置づけられる。一方，運営には JA, 企業，行政，
農家が参画するとともに，大規模商業施設に併設している
点では，収穫農園と異なる。また，農業体験農園や市民農
園を対象とした利用者評価に関する先行研究は，山田・門
間4），湯沢5） 等が挙げられる一方で，収穫農園を対象にし
た先行研究は無く，観光農園を対象とした光定・辻6） に限
られる。そこで本研究では，ららぽーと農園事業の現状を
把握し，今後の方向性を検討する上での基礎資料とすべく，
①農園利用者の特性，②ららぽーと農園が提供するサービ
スに対する利用者の評価，③利用料金の値上げ負担意向と
次年度の農園利用意向を明らかにすることを目的とし，ら
らぽーと農園全利用者世帯（296 世帯）を対象としたアン
ケート調査を実施した。
2．　ららぽーと農園事業の概要
⑴　ららぽーと農園の概要
　ららぽーと農園は，ららぽーと富士見から徒歩圏内の農
地に位置し，季節野菜の収穫体験を行うことができる収穫
体験農園である。収穫体験時期は春（4月），夏（7月），秋
（10 月～12 月）の 3期であり，各期 3種類の旬野菜の収穫
体験を行うことができる。2015 年度の収穫体験が行われた
野菜と収穫量，利用形態・料金は表 2の通りである。利用
者の作業負担は基本的に収穫のみであり，耕耘から肥培管
理は農家や JAいるま野職員が行っている。収穫道具は利
用者に用意してもらう方式をとっており，駐輪場や駐車場，
水道施設はららぽーと富士見内の施設を使用している。
⑵　ららぽーと農園開設の成立過程と役割分担
　ららぽーと富士見の敷地は大半が元々農地であったもの
を商業用地化した場所であるため，運営主体である三井不
動産，三井商業マネジメントは地域農業の歴史や魅力を何
らかの形で表現できればという想いを持っていた。一方で
表 1　体験型農園の開設形態別の特徴
注）収穫農園と観光農園の数は合計値として公表されている。
出所）農林水産省「市民農園をめぐる状況」，2010 年世界農林業センサス，NPO法人農園協会提供資料およびHP情報に基づき
著者作成。
表 2　ららぽーと農園の収穫期・作物・収量・利用形態・料金
注）キッズクラブとはららぽーとが行う親子向け会員サービス「キッズクラブ」経
由の利用であり，富士見市とは，ふるさと納税の返礼品としての利用料金が減
額されるサービスを利用したものである。
出所）JAいるま野提供資料より著者作成。
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富士見市役所と JAいるま野は地産地消の推進や食農教育
をはじめ，農商工の連携事業など地域産業の推進を積極的
に行っていた。そこで三井グループと JAいるま野両者と
協力関係にあった富士見市役所が，地域農業の活性化，遊
休農地防止を図る施策として収穫体験農園を 3者合同事業
として開始することを発案し，事業として開始した。これ
に加えて，農作物の作付け，栽培，管理を行う地元農家，
JAいるま野に以前から営農指導等を行っていた東京農業
大学も，アドバイザーという形で加わり，6者合同事業と
して 2015 年 4 月に開始された。
⑶　ららぽーと農園事業の各組織の連携方法
　当事業に関わる組織のららぽーと農園運営における役割
分担および各セクターが農園事業に期待する効果を表 3に
示した。各団体の詳細な連携方法は以下の通りである。
　（a）　JAいるま野との連携
　JAいるま野は，東京都心から 60 km圏内の埼玉県 10 市
3町を管轄している。当事業の運営を実質的に担っており，
圃場の設置及び生産指導はもとより，申し込み管理や作物
選定，更には，ららぽーと農園利用者を対象とした圃場に
て年 3回開催されるイベント運営などを行っている。
　（b）　ららぽーと富士見との連携
　「ららぽーと富士見」は埼玉県富士見市に設置された大
型複合商業施設「ららぽーと」グループの拠点であり，「ら
らぽーとTokyo Bay」「ららぽーと横浜」に次ぐ 3番目の敷
地面積と店舗数を誇る。施設周辺は宅地化が進む一方で，
西側には畑地が点在する市街化区域，東側には水田が広が
る市街化調整地域である。コンセプトは「人・モノ・文化
が交差する新拠点～CROSS PARK～」7） として，従来の“人
が集まる”から，空間，コミュニティ，体験，ショッピン
グを通して“人が交流する”新たな「ららぽーと」を目指
している。緑化面積も 4万 2,000 m2 と「ららぽーと」グルー
プの中では最大規模であり，地域に根差した施設づくりを
行っている。また，ららぽーと農園は農家が開設している
農園であるため，農地法による農地貸借の制限がある。そ
こで「ららぽーと富士見」は，ららぽーと農園事業に「施設
連携」という形で関わっており，利用者への施設内の掲示
板やメールマガジンなどによる情報発信による宣伝協力や
駐車場の提供などを担っている。加えてららぽーとが行う
親子向け会員サービス「キッズクラブ」を通じたららぽー
と農園の利用斡旋も行っている。
　（c）　その他関連組織（富士見市役所，地元農家，東京
農業大学）との連携
　富士見市役所は地域農業の活性化を図るための施策とし
て，ららぽーと富士見開設時に収穫体験農園の方策を JA
いるま野，三井不動産，東京農業大学とともに検討を行い，
現在でも作物選定やイベントの充実等を連携し検討を行っ
ている。また，食育の推進，地産地消の一環として，らら
ぽーと農園の 30 区画を契約し，富士見市内の小学 4～6年
生の親子を対象に収穫体験に参加してもらうとともに，ふ
るさと納税の返礼品としても収穫体験の割引サービスなど
を提供している。地元農家は，ららぽーと農園圃場の所有
者であり，JAいるま野から受託し，農作物の作付け，栽
培，管理を行っている。東京農業大学は主にららぽーと農
園事業への運営面や整備面などのアドバイス，サポート，
イベント時の人的支援やアンケート調査を実施している。
3．　アンケート調査の概要と調査結果
⑴　アンケート調査方法
　アンケート調査対象は 2015 年度のららぽーと農園の全
利用者世帯（296 世帯）である。まず，作成したアンケー
ト調査票案を 2015 年 8 月 7 日のららぽーと農園運営会議
において，三井不動産，三井商業マネジメント，JAいるま
野，富士見市役所の各担当者に精査していただき，検討を
重ねた。次いで，10 月 20 日に JAいるま野にてアンケー
ト本調査票を対象世帯に郵送し，回答協力を依頼した。回
答終了後には，返信用封筒を用いて，回答票を JAいるま
野経由で東京農業大学に郵送していただいた。回答数は
210 件であり，そのうち有効回答数は 203 件（有効回答率
は 68.6%）であった。調査項目は，研究目的と運営主体の
要請に準じ，①農園利用者の特性，②ららぽーと農園が提
供するサービスに対する利用者の評価，③利用料金の値上
げ負担意向と次年度の農園利用意向の 3項目である。
表 3　ららぽーと農園運営における役割分担および各セクターが農園事業に期待する効果
出所）JAいるま野提供資料・各組織へのヒアリング調査より著者作成。
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⑵　アンケート調査結果
　（a）　回答者の属性
　性別・年齢・職業・世帯収入の回答結果（表 4）より，
利用世帯は 30 歳代～40 歳代と比較的若い年代の利用が目
立った。世帯収入は 400～699 万円が最も多く，次いで
700～999 万円であった。400 万円以下の回答は約 10％と
低く，中間層から富裕層の世帯が多く利用している傾向が
みられる。構成・人数の回答結果は，親子での利用が 82％
と多く，「3人」または「4人」での利用が約 7割を占めてい
る。「1名」および「2名」といった少人数の利用はほとんど
見られない。来園に要した時間と，農園の滞在時間の回答
結果を確認すると，来園に要した所要時間は「11～30 分」
が半数を占め，滞在時間も「30 分程度」が約 7割と農園に
関わる時間が少ない。この理由としては著者の学生スタッ
フとしての観察調査，関係者会議への出席経験から「農作
業以外の活動がない」，「収穫体験がメインではなく，らら
ぽーと富士見の利用が主である」ことなどが推測される。居
住地，交通手段の回答結果は，利用者の居住地はららぽー
と農園が位置する富士見市や富士見市隣接都市からの利用
が 7割以上を占め，近隣からの利用が目立った。交通手段
は「自家用車」の使用が 6割強であり，居住地が富士見市
内や富士見市近隣地域に集中しているのにも関わらず自家
用車の利用が多い理由としては，「ららぽーと富士見の駐
車場を利用している」，「道具の準備が必要なこと」，「子供
がいること」，「収穫作物の持ち帰り」，「農園利用前後での
表 4　回答者の属性
注 1）MAはマルチアンサーでの回答のため，回答総数は回
答人数を上回っているが，回答率は回答人数で計算し
ている。
注 2）性別，年齢，職業については回答者本人のものである。
出所）アンケート結果より著者作成。
表 5　月別利用者数
出所）表 4と同じ。
表 6　ららぽーと利用経験と農園を知ったきっかけ，利用目的
注 1）マルチアンサーでの回答のため，回答総数は回答人数
を上回っているが，回答率は回答人数で計算している。
注 2）いるマルシェとは，JAいるま野がららぽーと富士見内
で運営する農産物直売所である。
出所）表 4と同じ。
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ららぽーと富士見の利用」などがアンケート結果から考え
られる。
　ららぽーと農園の利用期（表 5）は，単期ごとの利用世
帯をみてみると，4月は 65 世帯，7月は 125 世帯，秋は 122
世帯であった。複数期の利用をみると，複数期の利用が 4
割強のリピート率であった。また 3 期（4 月＋7 月＋秋）
とも利用したという回答者は約 1割であった。
　次に，ららぽーと利用経験と農園を知ったきっかけ（表
6）について確認しよう。この表によれば 9割以上が収穫日
の来園前後にららぽーとを利用しているほか，農園を知っ
たきっかけとしては，7割以上の利用者がららぽーとHP
や店内ポスターなどららぽーと関係の情報ソースを挙げて
おり，当事業におけるららぽーと富士見の情報発信力の重
要性は明らかである。また，JAいるま野のホームページ
やいるマルシェでの積極的な情報発信も一定の効果があっ
たことがみてとれた。利用目的は，利用者の 8割以上が
「子供への食農教育」をあげており，レジャー的側面より
も教育的側面でららぽーと農園が利用されている。更には
「新鮮な野菜」，「家庭での消費」，「農業への興味」を利用
目的にあげている利用者も多く，自らの手で作物を収穫，
消費することへの期待の高さが伺える。
　（b）　ららぽーと農園が提供するサービスに対する利用
者の評価
　本アンケートでは，ららぽーと農園のサービスに対する
利用者の評価を明らかにするために，収穫した野菜それぞ
れの収穫量や品質（見た目，鮮度，味）に関する満足度に
加え，ららぽーと農園の良い点と改善点に関する設問を用
意した。収穫量，品質の設問は，選択肢をそれぞれ「とて
もそう思う（5）」，「ややそう思う（4）」，「わからない（3）」，
「あまりそう思わない（2）」，「全くそう思わない（1）」の
5段階評価とした。作物の種類は 4月は 3種類（キャベツ，
ほうれん草，たまねぎ），7月は 3種類（ジャガイモ，枝豆，
カブ），秋期は 1種類（さつまいも）の計 7種類である。
　回答結果（表 7）をみると，全体的に鮮度，味の項目が
他項目と比べ高い点数であり，収穫体験の特徴である「自
分で収穫した作物をすぐに食べることができる」という点
が特に評価されているように推察される。
　次いでららぽーと農園の良い点に関して 6個の質問項
目，改善点に関して 7個の質問項目を設け，各設問 5段階
評価として回答してもらった。改善点に関しては良い点と
の比較のため，マイナス表記としている。結果は表 8の通
りであり，良い点の回答結果は「自然に触れられる」の回
答が 4.41，「新鮮な野菜が食べられる」の回答が 4.40，「農
業に対する関心が深まる」の回答が 4.12 と収穫作物，食
農教育への回答が高い点数を得た。一方で「自宅から通い
やすい」の回答が－3.06 とやや低い点数であり，駐車場の
設備やららぽーと農園の立地面での課題がうかがえる。
　改善点の回答はやや低い点数が多く，「汚れを落とす設
備がない」の回答が－3.68，「道具の用意がない」の回答が
－3.31 と，この中ではやや低い点数である。また近年，他
の収穫体験農園では設置が進められている水道施設や道具
の貸出しが皆無であることに関して，不便だと感じている
利用者は多い。なお，自由回答項目におけるららぽーと農
園にあると便利な施設・サービスの質問でも，「水道・汚
れを落とす設備」と回答した利用者が 82 人（54.3％），「道
具の貸し出し」と回答した利用者が 32 人（21.1％）存在
しており，やはり，水道設備の設置，道具の貸出しサービ
スの提供については改善要望が多い。
　（c）　利用料金の値上げ負担意向と次年度の農園利用意向
　利用料金の値上げ負担意向の設問を設けた背景は，らら
ぽーと農園事業が施設の維持管理費の増加などにより，運
営コストの採算が取れておらず，運営主体である JAいるま
野から「事業継続のためには利用料金の値上げが必要であ
る」という意見が出ていることにある。そこで，サービス
向上を前提にした利用料金の値上げを想定する旨を説明文
に記述した上で，利用者に 1回あたりの値上げ負担可能額表 7　作物別の満足度
注 1）5 段階評価結果であり，「とてもそう思う（5）」，「やや
そう思う（4）」，「わからない（3）」，「あまりそう思わな
い（2）」，「全くそう思わない（1）」とした。
注 2）アンケート調査依頼時点で秋期の収穫が終了していたのが
サツマイモのみのため，秋期は 1作物のみとなっている。
注 3）同年の全国の当年作については玉ねぎが前年比 108%と豊
作であったのを除き，ほとんどの作物が平年並みである。
出所）表 4と同じ。
表 8　提供するサービスに対する利用者の評価
注）5段階評価結果であり，「とてもそう思う（5）」，「ややそ
う思う（4）」，「わからない（3）」，「あまりそう思わない
（2）」，「全くそう思わない（1）」とした。
出所）表 4と同じ。
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を質問した。現状料金は，一般料金が春期は 3,300 円，夏・
秋期は 3,500 円，キッズクラブが夏期は 0円，秋期は 1,500
円である。利用料金の値上げ負担意向の回答結果は現状維
持が約半数，今後の状況次第が約 2割と厳しい評価であっ
た（表 9）。
　最後に次年度のららぽーと農園利用意向の回答結果であ
るが，回答者の 67％が「利用したい」と回答し，多くの
利用者が次年度の利用を希望していることが明らかとなっ
た（表 10）。「利用しない」との回答も引っ越しが理由の 1
名のみであり，次年度は多くのリピート利用があると推察
される。
　（d）　次年度の農園利用意向の規定要因
　次年度の農園利用意向を規定する要因を明らかにするた
め分析を行った結果，農園の滞在時間，農園の改善点に関
する評価「水道設備の不十分さ」「収穫作業を行うための
道具を持参しなければならないので不便」の項目に関して，
次年度の農園利用意向がある利用者と未定の利用者の回答
に有意差が確認された。
　まず，次年度の農園利用意向と滞在時間とのクロス集計
の結果を表 10 に示した。次年度の農園利用意向が「未定・
わからない」と回答した利用者は，滞在時間が「30 分」
と回答した割合が 73.8% であったが，「利用したい」と回
答した利用者の滞在時間は，「30 分」の回答割合が 14.8%
低くなり，1時間以上の割合が逆に 12.0% 上昇している。
この結果から，滞在時間が長い利用者は，次年度の農園利
用意向に肯定的な傾向があることが推察される。
　最後に，次年度の農園利用意向と農園の良い点・改善点
に対する評価とのクロス集計を実施した。その結果，良い
点に関しては利用意向による回答差は確認できなかった。
しかし，改善点に関しては，次年度の農園利用意向を「未
定・わからない」とする利用者が「利用したい」と回答す
る利用者に比べて得点が有意に低いことから，「汚れを落
とす設備がない」「道具の用意がない」といった設備や収
穫道具の貸出しサービスの不十分さは次年度の利用意向に
影響を及ぼしている（表 11）。
4．　結　　　論
　本稿で示した通り，ららぽーと農園利用者は 30 歳～40
歳代，親子での利用が多く，利用目的は食農教育が 8割強
であった。これに対して市民農園は「新鮮な野菜の収穫」，
農業体験農園は「自作した野菜の収穫」，「経営主と利用者
の交流・仲間づくり」，観光農園は，「農村部を訪れ，収穫
ができ，安価でおいしい農産物」を求めており，いずれも
50 歳代以上の中高年層の利用者が多く4, 5, 6），ららぽーと農
園利用者とは年齢層・目的が異なる。次年度以降は，親子
表 10　次年度の農園利用意向と滞在時間のクロス集計結果
注 1）30 分と 1 時間のカイ二乗検定の結果，p値＝0.06 であ
り，10％水準で有意。
注 2）次年度の利用意向の設問は「利用したい」「利用しない」
「未定・わからない」の 3項目であり，「利用しない」
の回答は 1名である。
出所）表 4と同じ。
表 11　次年度の農園利用意向別の農園の満足点・不満な点に
対する評価
注）「判定」欄は t検定結果であり，＊は 10%水準で有意を示す。
出所）表 4と同じ。
注）キッズクラブ契約とはららぽーとが行う親子向け会員サー
ビス「キッズクラブ」経由の利用である。
出所）表 4と同じ。
表 9　1回あたりの利用料金値上げ負担意向
55大規模商業施設併設型収穫体験農園の利用実態と方向性
を対象とした野菜クイズや収穫作物を使った料理教室等，
食農教育となるようなイベントを開催することが必要と
なってくると推察する。
　また，利用者の居住地は近隣地域に集中しているものの，
交通手段に自家用車が多く，滞在時間が短い結果となった
のは，農園施設や収穫道具の貸出しサービスの不十分さな
ど運営側の問題も要因として考えられるが，農園利用前後
での商業施設ららぽーとの利用が主である農園利用者が多
いという可能性が伺える。実際に回答者の 9割以上が収穫
日の来園前後にららぽーと富士見を利用している。この点
については，大規模商業施設が併設しているが故の課題と
いえよう。さらに，農園利用者の確保に関しては，多くの
農園利用者がららぽーとホームページやららぽーと富士見
内に掲示されている案内ポスターを見て利用者の農園を
知ったと回答している。
　以上より，今後はららぽーと農園と同様，地域農業との親
和性が高いららぽーと富士見内の「彩の国レストラン」注1）
や，JA直営の農産物直売所「いるマルシェ」店舗内で，ポ
スター掲示やチラシ配布等，ららぽーと富士見を通じたPR
活動を図ることが，ららぽーと富士見利用者にららぽーと
農園を知ってもらい，利用してもらうきっかけを提供する
有効な手段となるだろう。また，この点については，前掲
表 1で示した収穫農園や観光農園の運営主体が農家や生産
者組織単位であることとは異なり，1年を通して集客が見
込まれる大規模商業施設が運営主体である大きな利点であ
ると言える。
　利用評価については，「自然に触れられる」，「新鮮な野
菜が食べられる」などの満足度，収穫作物の収量，見た目，
鮮度，味に関する満足度が高かった。しかしその一方で，
設備の不十分さ，収穫道具の貸出サービスがないことを改
善点に挙げる利用者が存在していた。設備，収穫道具の貸
し出しサービスの不十分さに対する不満足度は次年度の利
用意向にも影響しており，改善を求める多くの利用者は，
次年度の利用意向の設問において「未定・わからない」と
回答した割合も高くなっている。この点について光定・辻6）
では，観光農園の課題として，「付帯施設の整備を図ること」
を挙げており，実際に近年みられる収穫体験農園の多くに
は，水道設備や休憩施設などが併設されている。このこと
からも，他事例では常設化されつつある収穫道具の貸出
サービスと併せて設備改善を行う必要がある。
　利用料金の値上げに関しては，調査前に運営主体である
JAいるま野から問題点として挙げられていたものの，一
般料金，キッズクラブ料金とも厳しい評価であった。新た
な施設・設備の設置も想定していたため設問の値上げ幅を
500 円単位に設定したが，より詳細な値上げ負担意向を把
握するためにも，調査方法を 100 円単位にするなどして今
後さらに分析を深める必要がある。なお，利用継続意向は
高いため，次年度も利用料金の値上げをしなければ，一定
数のリピーターは期待できると考えられる。
　最後に，今後の農園運営サイドの課題として以下の点が
挙げられる。
　ららぽーと農園事業は，明確な事業計画が練られていな
い上，農園事業のみで採算がとれておらず，現状のままで
は事業継続が困難な状況にある。一方で，現時点で利用者
の評価からも大幅な利用料金の値上げが難しい。したがっ
て，農園に関するイベントの充実やららぽーと内の店舗と
協力し宣伝を行い，リピーターおよび新規利用者の獲得を
図りつつ，播種や耕耘といった農作業体験やららぽーと富
士見の飲食店舗等と連携した収穫作物を活用した料理教
室，BBQ等，収穫体験に付与する形での売上げ確保が必要
となってくる。併せてリピーターや新規利用者の獲得を図
るためには，収穫作業用の道具の貸出し，設備（道具置き
場・手や道具に付着した汚れを落とす水施設等）の充実他
などを行い手軽に利用してもらうこと，利用者の滞在時間
を確保するためのサービスを提供（生産者や利用者相互の
交流促進など）することが必要である。
　またその効果を検証する設問を加えた追加調査が今後必
要になってくるだろう。
注 1）：「彩の国レストラン」とは，「地産地消」をコンセプトに，
埼玉県産及び富士見市産の野菜を食材として多く取り
扱っているららぽーと富士見内のレストランである。
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Actual Situation and Direction of Harvest 
Experience Farm with Large Scale 
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Summary：At “LaLaport FUJIMI”, a large scale shopping mall opened in Fujimi-city, Saitama Prefecture.  
JA-irumano became the management entity and Mitsui Group, Fujimi-city public office participated in the 
form of “LaLaport FUJIMI harvest experience farm (abbreviated as LaLaport farm)” as a commercialized 
project.  This project is a new form of farm project formed in cooperation among by JA, enterprises and 
administration.    It  is  for  local people  living  in rural area but rarely  involved  in agriculture and people 
using LaLaport FUJIMI to easily have the experience of  taking part  in harvesting.    It  is expected to 
foster  understanding  of  agriculture  among  the  residents  and  to  play  a  part  in  the  promotion  of 
agriculture  in Fujimi-city with unused agricultural  land.   Against  this backdrop,  it  is expected  that 
harvest  experience projects with  cooperation  of various  organizations  such  as  JA,  enterprise  and 
administration will be deployed in various places in the future from this project.  However, problems on 
the management side are emerging, such as ways of cooperation between organizations and usage fee 
setting.   Users are also making requests  to  the project.   Therefore, we grasp  the characteristics of 
LaLaport  farm users and their satisfaction with  the project and conducted a questionnaire survey to 
show the current situation by considering the characteristics and issues of this project.  The results show 
most of the households were used by neighbors, parents of relatively young people in their 30s and 40s, 
for  food and agricultural education purposes.    In addition,  the evaluation of  the project was generally 
high, while  the  intention  to use  it  in  the next year was also high.    Improving tools and water supply 
facilities were mentioned as improvement points.  We estimate that evaluation of inadequacies of facilities 
and tools influences the intention to use in the next year and we assume that it is necessary to improve 
facilities along with the lending service of harvesting tools that have been permanently installed in recent 
years.    In addition,  there  is a strict evaluation regarding the price  increase of necessary usage  fee  for 
business continuation.  So for the acquisition of repeaters and new users, such as by enriching events and 
cooperating with stores in LaLaport and conducting advertisement, it will be necessary in the future to 
secure  sales  in  the  form of  conducting harvest  experiences  such  as  agricultural  experiences  and 
utilization services of harvest crops.
Key words：Urban agriculture, Harvest experience, LaLaport FUJIMI harvest experience farm
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